
鎌倉市地域福祉計画推進委員会 講評 
（１）「目標１：総合的な相談体制の確立」に関して 

　「くらしと福祉の相談窓口」「かまくらこども相談窓口きらきら」の開設等により、

相談体制の整備は進んできています。しかしながら、市民意識調査では「身近な

ところで相談の場があると思う市民」や「共生社会が実現していると思う市民」の

割合はなお5割～6割にとどまっているため、引続き一層の総合的な相談支援体

制や包括的な支援体制の充実に取組んでいくことを期待します。さらには、相談

待ちの姿勢ではなくアウトリーチによる相談の発見にしっかり取り組んでいただ

きたくよう希望します。   

（２）「目標２：包括的支援体制の構築」に関して 

　制度の外側や狭間の課題対応や多問題家族に対して、専門性や制度・分野を

超えて多機関協働で支援する包括的支援体制の重要性は高まっています。

2022年（令和４年）から始まった重層的支援体制整備事業では、目標１の総合

相談体制と併せて目標２の多機関連携・包括的支援体制構築が車の両輪として

位置づけられています。多様で複雑な課題を受け止められる力を高めるために

も、関係団体との連携・協働の推進、住民組織と福祉団体等の連携・協働の推

進、地域における連携・協働の推進、庁内連携体制の強化の４種類の連携協働

に一層の取り組みを期待します。 

（３）「目標３：地域における福祉活動や人材への支援」に関して 

　少子高齢化、無縁社会化、家族の変化、景気動向、年金制度改革などを背景

に、介護・保育の専門職の担い手不足が深刻です。また、民生児童委員や地域

ボランティアの担い手不足も深刻です。社会福祉協議会やNPOなどと連携した

一層の地域住民・ボランティアの参加支援促進や、かまくら市民共生サポーター



（かまサポ！）など継続支援していく必要があります。住民参加・福祉人材確保

のいずれも福祉教育を通じた啓発や種まき（福祉マインド醸成）が大切です。防

災と福祉を切り口にした啓発の推進を希望します。なお、3-1-2-4「商店街空き店

舗棟活用事業」と4-1-2-14「ふれあいショップの開催支援」を関連づけることで相

乗効果を狙うことはできないかという提言も委員から出されています。 

（４）「地域生活支援と権利擁護」に関して 

　成年後見制度や日常生活自立支援事業の充実に加え、医療的ケア児等コー

ディネーターの設置、居住支援協議会相談体制整備、都市のバリアフリー化、学

びの支援、ごみ出しの支援、地域生活支援拠点等整備の開始、鎌倉版フォルケ

ホイスコーレ事業、保護司会と連携した犯罪・再犯防止の推進など、取り組みを

拡充しています。今後は、日常生活自立支援事業が入院・入所手続きや死後事

務まで包括的に支援する仕組みへと拡大することを見据えた準備・対応が必要

です。 なお、委員会では、4-1-5-7「ダブルケア対策の推進」について、慢性疾患

患者、障害者等のケア視点やきょうだいケアラー視点も含めて欲しいという意見

がありました。また、4-1-5-2「障害児者に対する福祉サービスの充実」に関して

は改正住宅セーフティネット法を活用した空き家のグループホーム・日中居場所

転用・活用が提言されました。 

（５）「情報の収集と提供」に関して 

　避難行動要支援者名簿の活用、個別避難計画の作成、福祉避難所の整備な

ど災害をめぐる取り組みは要援護者の方々にとっては命に係わる取り組みとい

えますので、一層早急な取り組みを希望します。また、多様な方々に相談や支援

に係る情報を効果的に届けるための工夫や取り組みも益々充実することを期待

します。その関連ですが、5-2-6-8「市ホームページの充実」について、全世代の



住民が親しみを持てる分かりやすいものとしてほしい、との意見が委員より出さ

れました。 

（６）「ケアラーへの支援」に関して 

　令和6年に「鎌倉市ケアラー支援条例」を施行し、「人と地域がつながるプラット

フォーム鎌倉（通称ここかま）」を創設し、ヤングケアラーコーディネーター配置、

パネル・リーフ等による啓発、障害者支援アプリの導入、ケアラー支援グループ

への活動補助金など積極的に推進されています。委員会では、精神障がい者の

地域移行は地域資源や住まいの受け皿の乏しさも相まってなかなか進んでいな

いが、入院対応精神病院が無くなっている本市では喫緊課題であるため、ス

ピード感を持って取り組んでいただきたいとの意見がありました。 

（７） 全体を通して 

　所管課の自己評価によるＡＢＣＤ評価はポジティブバイアスに陥りやすいので

はないか、所管以外の第三者評価など評価の信頼性・客観性担保を工夫してい

く必要があるのではとの意見が出されました。「Ｂ」「Ｃ」評価の成果指標について

は、引続き達成率の向上に向けた取組みを進めてほしい。また、「Ｃ」「Ｄ」評価に

ついては「低評価の理由」も記載されていると課題が分かりやすいとの意見が出

されました。 令和7年度の終わりに令和６年度の計画進捗状況評価を取りまと

めていますが、令和８年度から新しい計画がスタートすることを踏まえると、新計

画にぜひ今回の評価による改善点と委員会講評を反映していただき、本評価が

次期計画への橋渡しとなれば幸いです。 

総括 
〇総括の項目 

❶社会動向 



（１）国県の動向（２）市の動向 

❷進捗管理の状況 

 （１）成果指標に関して（２）具体的な取組に関して 

❸今後進むべき方向性  

 （１）R6までの主な取組（２）必要な取組の方向性  

❹注釈 ※記載事項があれば記載しています   ​ ​ ​   

〇総括に基づく各目標のまとめ 

【目標１】「総合的な相談体制の確立」 

●​ 「くらしと福祉の相談窓口」「かまくらこども相談窓口きらきら」の運営、
重層的支援体制整備事業による属性を問わない包括的な相談支援

の強化、地域生活支援拠点等整備事業の開始を通じ、分野別に深化

してきた相談支援の取組を基盤として、相談体制の整備が進展した。

これにより、①分野をまたぐ一体的な対応、②多機関での取組による

複雑化・複合化した事案への対応、③アウトリーチ等を通じた継続的

支援を通じて、これまで支援が届きにくかった人への伴走支援の展開

が可能となっている。 
●​ 孤独・孤立対策の官民連携プラットフォームとして「人と地域がつなが
るプラットフォーム（通称ここかま）」を創設し、孤独・孤立の０次予防と

しての地域づくりを官民連携で推進することで、相談が必要な人を地

域で発見し、受け止める環境の整備に向けた取組を、プラットフォー

ムの官民での共同運営により開始した（関係団体ヒアリング、創設記

念イベントの実施等）。 
●​ 令和７年度以降は、ヤングケアラーコーディネーターやスクールソー
シャルワーカー等を通じて、子ども分野・教育分野との連携強化を図

るとともに、アウトリーチ等を通じた継続的支援の充実により、SOSを
発しにくい人への伴走支援を一層強化していく。 



●​ 今後、生活課題の複雑化・複合化に伴う住民ニーズの更なる多様化
が見込まれることから、次期鎌倉市地域福祉計画においては、相談

支援を起点に、参加支援や地域づくりにつながる循環を強化し、拠

点・場のネットワーク化や官民連携の推進も含めた、より一体的かつ

包括的な支援体制の構築に取り組む必要がある。 

【目標２】「包括的支援体制の構築」 

●​ 重層的支援体制整備事業においても、ケアラー支援条例に基づく運
用が開始され、分野の狭間で支援が届きにくい人に対して、アウト

リーチ（支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行

政や支援機関などが積極的に働きかけて情報・支援を届けるプロセ

スのこと）等を通じた継続的支援を新たに開始した。 
●​ 多機関協働事業等を通じて、支援が必要な世帯のうち、複雑化・複合
化した課題を抱える事案の把握が進み、相談支援に係る関係機関の

連携が一層推進された。 
●​ コロナ禍を契機として顕在化した孤独・孤立の課題が深刻化する中、
孤独・孤立対策の官民連携プラットフォームとして「人と地域がつなが

るプラットフォーム（通称ここかま）」を創設し、庁内外で分野を横断し

ながら、孤独・孤立の０次予防としての地域づくりを官民連携で推進す

る取組を開始した（関係団体ヒアリング、創設記念イベントの実施等） 
●​ 令和７年度以降は、重層的支援会議に加え、福祉支援会議の実施や
庁内情報共有の仕組み（チャットルーム、MCS等）を活用し、庁内横
断の包括的支援の実効性を高めるとともに、相談支援で把握した

ニーズを参加支援・地域づくりへ接続する循環を強化する必要があ

る。次期鎌倉市地域福祉計画においては、孤独・孤立の課題が深刻

化する中、身近な地域でつながり、働き続け、社会参加できる機会・

場を官民連携で創出する環境や仕組みの構築・深化が求められる。 

【目標３】「地域における福祉活動や人材への支援」 



●​ 地域の担い手確保・育成に向け、民生委員の成り手不足について
は、民生委員や自治町内会の代表等で構成するワーキンググループ

を立ち上げ、新たな担い手層へのアプローチ方法の検討、定年のあり

方、負担となっている活動の整理等を行い、次期改選に向けた議論を

進めた。 
●​ かまサポ！の周知を継続的に実施するとともに、市社協と協力し、ボ
ランティア育成や活動場所の確保等を進めた。 一方で、今後、少子・
高齢化の進行や福祉人材の不足により、福祉サービスの需要と供給

のバランスが崩れることが懸念される。 
●​ 令和７年度以降は、民生委員をはじめとする地域人材の確保に向け
た取組を継続・発展させるとともに、地域活動への参加促進や多様な

主体間の連携強化を通じて、支え合い・つながりを基盤とした地域福

祉活動を一層推進する必要がある。次期鎌倉市地域福祉計画におい

ては、誰もが住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、福祉人材

の確保・育成と専門性の向上、並びに地域における福祉活動への支

援をさらに進めることが求められる。 

【目標４】「地域生活支援と権利擁護」 

●​ 地域での暮らしの基盤を支える施策として、鎌倉版フォルケホイス
コーレ事業の実施、住宅確保要配慮者に対する居住支援協議会の

相談窓口等の体制整備および住まい探し相談会の実施、更生保護に

関する周知・啓発（社会を明るくする運動等）、虐待防止の啓発（高齢

者・障害者・児童虐待防止ネットワーク等）を通じて、具体的施策の導

入・周知と相談・支援基盤の整備を着実に進めた。 
●​ 一方で、ケアラーである家族から高齢者や障害者に対する虐待事
案、ケアの必要な独居者の増加など、地域生活をめぐるリスクの顕在

化は、ますます懸念される。 
●​ 加えて、近年頻発する地震災害等を背景に、災害時における要配慮
者への対応の課題が浮き彫りとなっており、災害発生時のソーシャル

ワークに対する期待が高まる中、現行の支援体制のままでは、社会



的脆弱性を有する市民や世帯が災害時に十分な支援を受けられない

可能性がある。 
●​ 令和７年度以降は、誰もが住み慣れた地域で安心して生活を送れる
よう、ケアラー支援を視野に入れた福祉サービスの充実、当事者の権

利擁護、住まいの確保等に向けた施策の充実を引き続き進める必要

がある。あわせて、社会的脆弱性を有する市民や世帯が災害時に困

らないよう、地域とともに事前防災に取り組み、平時から支援体制の

強化と支え合いの地域づくりを進めることが求められる。次期鎌倉市

地域福祉計画においては、地域生活支援と権利擁護にかかる取組の

一層の進展が求められる。 

【目標５】「情報の収集と提供」 

●​ 防災・避難支援に係る情報基盤整備として、福祉避難所の運営に向
けた避難所開設・運営訓練の実施、市社協の施設部会等を通じた福

祉施設との協議を進めた。 
●​ 個別避難計画について、福祉専門職の協力を得ながらモデル的に計
画を作成し、令和７年度の策定に向けた調整を行った。 

●​ 障害者本人やケアラーが利用可能な手当・サービス等の情報を迅速
かつ分かりやすく得られるよう、障害者支援アプリを導入し、検索性・

操作性の向上とプッシュ型の情報発信により、必要な支援への早期

接続を図った。 
●​ 生活支援コーディネーターを中心に地域資源を把握し、市が整備する
「社会資源検索サイト」を通じた資源の見える化を進めた。 

●​ 一方で、福祉事業者、支援団体、当事者団体等と地域住民がつなが
り合える情報発信のあり方については、整理・検討を深める必要があ

る。また、避難行動要支援者名簿の提供が行われていない自治会・

町内会については、要支援者対策の重要性の理解促進を図りつつ、

名簿の活用を働きかけていく必要がある。 
●​ 令和７年度以降は、平時のみならず災害時にも適切な情報共有がで
きるよう、情報を効率的に収集し、分かりやすく提供できる仕組みづく

りを進めるとともに、個別避難計画の整備や福祉避難所運営体制の



強化等と一体的に取り組む必要がある。次期鎌倉市地域福祉計画に

おいては、防災・減災と日常の福祉支援の連動性が高まるよう、情報

基盤の整備と運用の深化が求められる。 

【目標６】「ケアラーへの支援」 

●​ 令和６年４月の「鎌倉市ケアラー支援条例」の制定を受け、理解啓
発、庁内体制の整備、情報提供の充実、当事者支援の支援体制構築

など、ケアラー支援の基盤となる施策の導入を進めた。条例制定を契

機として、ケアを必要とする市民等への支援の充実とあわせ、ケア

ラー本人の孤独・孤立の防止と自分らしく暮らすための支援は、地域

福祉の取組としても位置づけ得るものである。 
●​ 庁内横断の推進体制として、重層的支援体制整備事業の枠組みを活
用し、関係部局が情報・課題を共有しながら、個別ケースの協議、施

策の推進、既存施策の見直しにつなげる連携協力体制を構築してい

る。あわせて、施策の具体化に向け、①広報・啓発、②人材育成・情

報共有、③アウトリーチ等を通じた継続支援、④つながり・居場所の

確保（ヤングケアラー・コーディネーターの配置等を含む）といった主

要メニューを体系化し、事業展開につなげている。 
●​ 一方で、ケアラー支援は待ち受け型に留まると、早期発見・アウトリー
チ・関係機関のつなぎ先の整理が十分に進まず、制度・分野の狭間

で支援が途切れる懸念が残る。 
●​ 令和７年度以降は、重層的支援（相談支援・参加支援・地域づくり）の
枠組みを強化しながら、ケアラー支援の取組を一層推進する必要が

ある。次期鎌倉市地域福祉計画においては、ケアラーが安心して相

談・交流できる環境整備と、行政だけでなく地域・団体・事業者が連携

して支援できる社会的基盤の醸成を図り、ケアを必要とする人とケア

ラーの双方を包括する切れ目のない支援体制の構築が求められる。 
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